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【はじめに】
廃用症候群における低栄養は、能力障害の予後に影響することが指摘されている。
今回我々は、低栄養状態を呈した廃用症候群患者に対し、リハビリテーション栄養
を考慮したアプローチを行った。その結果、栄養状態の改善とともに日常生活動作
（ADL）能力が向上し、円滑な自宅退院へと繋がった。考察を踏まえ以下に報告する。

【症例紹介】
症例は 70 歳代男性、廃用症候群の診断で当院へ入院となる。入院時は体重 34.7kg、
BMI13.9、骨格筋指数（SMI）は 4.4kg/㎡（サルコペニアの判断基準：6.87kg/㎡）
であった。徒手筋力計による膝関節伸展筋力（膝伸展筋力）は 92.8N/92.6N（Rt/
Lt）、FIMは 29 点であり、食事は経鼻経管栄養であった。

【理学療法介入】
入院初期は廃用による嚥下機能低下に加え、日中活動量の減少による食欲不振を認
めた。そのため 2METs 程度の機能訓練から開始し、他職種と連携し日中活動量の
増加を目的に離床促進及び補食等を利用した摂取カロリー量の増加を図った。その
後、摂取カロリー量の増加に伴い 2～ 5METs の歩行やADL訓練等、運動負荷量
の漸増を図った。さらに入院後期では、退院後を見据えた体重の自己管理等の栄養
指導及び自主訓練の指導を行った。

【経過】
体重、BMI、SMI は経過とともに改善し、退院時は体重 39.1kg、BMI15.7、
SMI5.3kg/㎡となり、膝伸展筋力は 182.6N/180.5N と向上した。FIMは 123 点と改
善し、入院より 87 日目 で自宅退院となった。退院後 1ヶ月時点での訪問調査では、
身体機能を維持できており（体重 39.8kg、膝伸展筋力 181.6N/180.0N）、転倒等の
有害事象も認めなかった。

【考察】
本結果より、リハビリテーション栄養を考慮したチームアプローチは、栄養状態の
改善とともにADL能力を向上させ、退院後の良好な健康状態の維持を保障する可
能性が示された。

【倫理的配慮】
ヘルシンキ宣言に従い対象に本研究の目的を説明し研究参加への同意を得た。

低栄養状態を呈した入院高齢患者に対するリハビリテーション
栄養の実践  ～退院後の生活も見据えたチームアプローチ～

○後藤 優希（1）, 鶴田 愛花（2）, 藤井 廉（2,4）, 西村 隆文（2）, 田中 慎一郎（3）

1：医療法人田中会 武蔵ヶ丘病院 リハビリテーション部
2：医療法人田中会 武蔵ヶ丘病院 リハビリテーション部 理学療法士

3：医療法人田中会 武蔵ヶ丘病院 医局 医師
4：畿央大学大学院 健康科学研究科神経リハビリテーション学研究室 理学療法士

❶
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【目的】
脳卒中患者の機能的予後には心疾患や糖尿病などの併存疾患の有無や重症度が影響
を与えることが報告されている。併存疾患の原因の一つとして肥満があげられるが、
脳卒中患者の肥満と機能的予後の関連についての報告は少ない。本研究の目的は、
回復期リハビリテーション（リハ）病棟の脳卒中患者における入院時脂肪量と機能
的予後の関連について検証することである。

【方法】
H27-29 年に当院回復期リハ病棟に入院した脳卒中患者を対象とした後ろ向きコ
ホート研究。入院時脂肪量指数（FMI）は生体インピーダンス解析（InBody S10）
を用いて解析した。対象者の入院時臨床情報として、年齢、性別、脳卒中病型、在
院日数、日常生活動作（FIM運動）、認知レベル（FIM認知）、発症前自立度、併
存疾患重症度、リハ総単位数、握力、骨格筋量指数、BMI の 12 項目と、アウトカ
ムとして退院時FIM運動を調査した。入院時FMI の中央値をカットオフ値として
対象者を高 FMI 群、低 FMI 群の 2 群に分類し、単変量解析を用いて臨床情報 12
項目と入院時 FMI について 2群間比較を行った。その後、多変量解析を用いて入
院時FMI と退院時 FIM運動の関連について解析した。

【倫理的配慮】
ヘルシンキ宣言に基づき発表の趣旨を説明し本人に同意を得た。

【結果】
対象者は300名、年齢72±13歳、男性151人、入院時FMIの中央値は6.53であった。
単変量解析では、性別、BMIのみ2群間で有意差を認めた（P＜0.01）。重回帰分析（調
整因子：臨床情報 12 項目）の結果、入院時 FMI は退院時 FIM運動に関連は認め
なかった（β＝ -0.29　P＝ 0.91）。

【考察】
脳卒中患者において、脂肪量は機能的予後に関連は認めなかった。回復期リハ脳卒
中患者の機能的予後おいては、脂肪量以外の因子にも着目する必要があることが示
唆された。

脂肪量指数は脳卒中患者の機能的予後に関連するか

○尾﨑 大地（1）, 長野 文彦（2）, 備瀬 隆広（2）, 緒方 美湖（2）,
松岡 達司（2）, 河﨑 靖範（2）, 槌田 義美（2）, 吉村 芳弘（3）

1：熊本リハビリテーション病院 リハビリテーション部
2：熊本リハビリテーション病院 リハビリテーション部 理学療法士

3：熊本リハビリテーション病院 リハビリテーション部 医師

－ 30 －



第
１
会
場

セ
ッ
シ
ョ
ン
１

○井上 昂風（1）, 里井 宏之（2）, 詫 敏啓（3）, 橋口 玲子（4）

1：介護老人保健施設 ぼたん園 リハビリ
2：介護老人保健施設 ぼたん園 リハビリテーション室 理学療法士

3：介護老人保健施設 ぼたん園 通所リハビリ室 理学療法士
4：介護老人保健施設 ぼたん園 看護部 看護士

非麻痺側下肢筋肉量と日常生活動作との関連
～体組成計を用いて～❸

【目的】
通所事業所において、体組成計を使用し身体機能を評価する事が多く用いられてお
り、地域高齢者を対象とした筋肉量と身体機能の関連性を明らかにしている報告は
多数見受けられているが、脳卒中既往者を対象とした先行研究は少ない。本研究で
は、体組成計を用いて脳卒中既往者の非麻痺側下肢筋肉量とADLとの関連につい
て明らかにし、非麻痺側下肢筋肉量の意義を検討する事である。

【方法】
対象は当通所事業所を利用中の脳卒中既往者 25 名である。年齢、筋肉量（タニタ
製マルチ周波数体組成計MC-190）、膝伸展筋力（アニマ社製μ tasF-1）、Barthel 
Index （BI）を評価し、その関連性を分析した。相関分析には Spearman の相関係
数を利用した。

【倫理的配慮】
本研究は、ヘルシンキ宣言の精神に基づき実施し、当施設倫理委員会の承認を得た
ものである。また、対象者に対し文書と口頭による説明と同意を得た。

【結果】
非麻痺側下肢筋肉量と非麻痺側下肢筋力には有意な正の相関関係が認められた。さ
らに BI 得点に加え、トイレ動作、平地歩行、階段昇降の項目にも有意な正の相関
関係が認められた。その他のBI 項目には相関関係は認められなかった。

【考察】
脳卒中既往者の非麻痺側下肢筋肉量が多いと、BI 得点も高く、特に歩行や階段昇降、
トイレ動作など下肢の要素が大きい運動項目の関係が強い事が明らかになった。生
活期の脳卒中既往者は、在宅生活で身体機能の維持・向上を図るうえで簡易的に測
定できる指標があることがモチベーションにも影響する。非麻痺側下肢筋肉量の強
化は、ADLの維持・向上に必要な重要な要素として考えられ、体組成計による筋
肉量測定は脳卒中既往者に対しても簡易的にADLの指標となる評価として使用で
きる可能性が示唆された。

－ 31 －



第
１
会
場

セ
ッ
シ
ョ
ン
１

○岡村 隆一郎（1）, 長野 文彦（2）, 緒方 美湖（2）, 松岡 達司（2）, 河﨑 靖範（2）, 槌田 義美（2）,
吉村 芳弘（3）

1：熊本リハビリテーション病院 リハビリテーション部 理学療法士
2：熊本リハビリテーション病院 リハビリテーション部 理学療法士

3：熊本リハビリテーション病院 リハビリテーション部 医師

❹ 起立着席運動は脳卒中患者の機能的予後を改善する

【目的】
脳卒中患者の機能的予後には多くの因子が影響を与えるが、起立着席運動（起立
Ex）と機能的予後の関連についての報告は少ない。本研究は、回復期リハビリテー
ション（リハ）病棟の脳卒中患者における起立Exと機能的予後の関連について検
証した。

【方法】
2015-2017 年に当院回復期リハ病棟に連続入院した脳卒中患者を対象とした後ろ向
きコホート研究。主要アウトカムは、退院時のFunctional Independence Measure
（FIM）の運動項目（FIM-m）。1日あたりに実施した平均起立回数を起立 Ex回数
とした。起立Ex回数の中央値をカットオフ値として高頻度起立Ex（高起立Ex）群、
低頻度起立 Ex（低起立 Ex）群の 2群に分類し、起立 Ex の退院時 FIM-m への影
響を単変量および多変量解析で検証した。入院時臨床情報として、年齢、性別、脳
卒中病型、脳卒中既往の有無、入院時FIM運動・認知、発症～入院日数、在院日数、
発症前ADL、併存疾患重症度（CCI）、骨格筋量指数（SMI）、PT+OT単位 /日の
情報を収集して交絡因子の調整に用いた。

【結果】
対象者は 300 名、年齢 72 ± 13 歳、男性 151 人（50.3％）、起立 Ex回数の中央値は
63.5 回 / 日。単変量解析では、入院時FIM運動・認知、発症～入院日数、PT+OT
単位 /日、在院日数、発症前ADL、CCI、SMI、起立 Ex 回数が 2群間で有意差を
認めた（P＜ 0.05）。重回帰分析では起立 Ex回数は退院時 FIM-mに有意に関連し
ていた（β=0.18,P ＜ 0.05）。

【考察】
起立 Ex は、脳卒中患者の退院時 FIM-m と関連していた。回復期リハにおいて、
起立Exは機能的予後改善に効果があることが示唆された。

【倫理的配慮】
本研究は、ヘルシンキ宣言の規定に従い実施した。
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○岡本 祐佳（1）, 工藤 周平（2）, 安部 歩（3）, 木下 夏美（2）, 今村 優利（2）, 宮崎 卓也（2）,
横家 由香（2）, 大脇 秀一（2）

1：医療法人 朝日野会 朝日野総合病院 総合リハビリテーションセンター
2：医療法人 朝日野会 朝日野総合病院 総合リハビリテーションセンター 理学療法士

3：医療法人 朝日野会 朝日野総合病院 眼科 視能訓練士

重度視覚障害を考慮した理学療法士の関わり
～ low vision care を取り入れた一例～❺

【はじめに】
視覚障害者に対し、保有する視機能を最大限に活用した支援を low vision care（以
下：LVC）という。今回、重度視覚障害の症例を担当し、LVCを取り入れたことによっ
て自立度が向上した一例をここに報告する。なお本報告はヘルシンキ宣言に基づき
説明を行い、同意を得ている。

【症例紹介】
90 歳代男性 急性硬膜下血腫を受傷し保存的に加療 四肢に明らかな運動麻痺なし
視覚障害：緑内障（右全盲）、加齢性黄斑変性症（左 0.01）、白内障 身体障害者手
帳 1級
demand：「自分でできることは自分でしたい」「自分で歩きたい」

【LVCの取り組み例】
色彩感覚の利用：周辺環境や物品とは反対の色彩を使用し、残存している色彩感覚
を使って認識しやすくする。聴覚情報の活用：声のトーンやリハビリテーション（以
下リハ）時間以外の声掛けなどを工夫して聴覚を活用した判別をしやすくする。

【経過】
本症例は入院前より転倒が頻回であり、今回の入院によって不安感が一層増加した。
更に慣れない環境によって状況把握にも時間を要したことで過介助と活動制限を生
じ後向きの発言がみられた。これに対し、色彩感覚や聴覚情報を工夫した LVCを
取り入れることで、活動性や心理面のケアも行うことができ、結果として表情が豊
かになり、前向きな発言がみられ、demand の達成に繋がった。

【考察】
重度視覚障害がある場合、それ自体が活動を制限する因子となり得る。しかし、様々
なリスクを考慮することで、客観的な評価と能力・活動の提供が不十分になる場合
が考えられる。今回のように視覚障害が活動を制限している場合は、LVCを取り
入れることで活動面や周辺環境の適切な評価に繋がり、視覚障害者の本来の能力を
引き出す一助になると考える。その上で、より患者一人一人に適切な支援を行える
ように努力したい。
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○田代 貴子（1）, 本田 咲子（2）

1：医療法人財団 聖十字会 西日本病院 リハビリテーション部
2：医療法人財団 聖十字会 西日本病院 リハビリテーション部 理学療法士

❻ 転倒高齢者における自己身体能力の認識誤差と転倒恐怖感
の関連について

【目的】
転倒と関連する内的要因として自己身体能力の認識誤差や転倒恐怖感などの論文が
発表されているが、この 2つの関連性について述べている論文は少ない。本研究で
はこの 2つと転倒についての関連性を調査し高齢者の転倒予防に繋げることを目的
とした。

【方法】
対象者は平成 31 年 3 月から平成 31 年 4 月まで当院に入院されていた 22 名（女性
17 名、男性 5 名、平均年齢 80.7 歳± 7.1）とした。HDS-R が 20 点未満の者、最
大一歩幅と FRTの測定ができない者は除外した。評価項目は最大一歩幅認識誤差
（実測値 - 予測値）と FRT認識誤差（実測値 - 予測値）、転倒恐怖感の評価として
MFES、片脚立位を測定。解析は最大一歩幅認識誤差・FRT認識誤差・MFES・
片脚立位・年齢・HDS-R を説明変数、転倒回数を目的変数とした重回帰分析（変
数減少法）を用いた。カイ二乗検定を用いて最大一歩幅認識誤差と FRT認識誤差
を過大評価・過小評価に分け、転倒の有無と比較検討した。統計処理は statcel2 を
用い有意水準を 5％とした。

【倫理的配慮】
対象者にはヘルシンキ宣言の趣旨に沿い本研究の目的を口頭と書面にて説明し同意
を得た。なお、本研究は当院倫理委員会の承認を受けて実施した。

【結果】
重回帰分析の結果選択された項目（標準回帰係数）はMFES（-0.7）、最大一歩幅
認識誤差（-0.26）であった。恐怖感がある者と過大評価している者は転倒回数が増
え、恐怖感がない者と過小評価している者では少ない傾向であった。カイ二乗検定
の結果では過大評価、過小評価と転倒の有無において有意差はなかった。

【考察】
自己身体能力を過大評価している者は、目標物に手が届かない、段差を越せないな
どの原因で転倒に至る可能性が考えられる。また、転倒経験のある者は動作を行う
上で恐怖感があり、ADL・QOLの低下を招いてしまうのではないだろうか。今後
はADL・QOLとの関連性も検討していきたい。
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○本多 未希（1）, 鎌倉 敬志（2）, 上村 晶乃（2）, 藤井 廉（2,4）, 西村 隆文（2）, 田中 慎一郎（3）
1：武蔵ヶ丘病院 回復期

2：医療法人田中会武蔵ヶ丘病院 リハビリテーション部 回復期 理学療法士
3：医療法人田中会 武蔵ヶ丘病院 医局 医局 医師

4：畿央大学大学院健康科学研究神経リハビリテーション学研究室 回復期 理学療法士

運動習慣の定着のための行動変容技法に基づいた患者教育
～運動習慣のなかった高齢骨折患者を経験して～❼

【はじめに】
運動習慣は、健康寿命の延伸にまで影響を及ぼす極めて重要な健康関連行動である。
我々は、今まで運動習慣が全く無かった高齢骨折患者に対し、一般的な理学療法に
加え、行動変容技法に基づいた患者教育（以下、患者教育）を実践した。その結果、
運動習慣の獲得に至ったため、以下に報告する。

【症例紹介】
60 歳代女性、左膝蓋骨骨折に対する膝蓋骨接合術を受け当院へ入院した。初期評
価について、疼痛のNRS は歩行時 3/10 であり、患側膝関節の屈曲可動域（ROM）
は 100°であった。FIMは運動項目 71 点、歩行 5点であった。運動行動変容ステー
ジは無関心期であり、「健康に対する興味はあるものの、具体的な行動に移せない」
との内省が聞かれた。また、入院初日からの1週間の平均歩数は1119±45.5歩であっ
た。

【介入方法】
理学療法初日より、一般的な理学療法に加え、患者教育として行動契約 ･目標設定
のための宣誓書作成を行わせた。また、病室内で行える自主トレーニング指導、身
体活動のモニタリングを実施させた。さらに加速度指標により歩行能力をスコア化
する歩行解析機器（AYUMIEYE）を用いた歩行評価を週に 1回行い、症例に対し
歩行能力の改善の程度をフィードバックした。

【最終評価】
疼痛は消失し、観測膝関節の屈曲 ROMは 145°となった。FIMは運動項目 91 点、
歩行 7点であった。運動行動変容ステージは実行機となり、自主トレは毎日継続可
能で、運動に対する前向きな行動、発言も観察された。さらに , 入院最終週の平均
歩数は 1414 ± 161.9 歩へ増加した。入院から 37 日目で自宅退院となった。

【まとめ】
目標設定やモニタリングなどによる自己調整の促進が , 運動意欲向上させ , 運動習
慣の定着に影響したものと考えられた。

【倫理的配慮】
ヘルシンキ宣言に従い、症例に対し本研究の目的を説明し研究参加への同意を得た。
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○藤原 甚（1）, 本田 知也（2）, 長福 武志（2）, 岸本 稔（2）

1：熊本セントラル病院 リハビリテーション科
2：熊本セントラル病院 リハビリテーション科 理学療法士

❽ 右大腿骨転子部骨折術後にラクナ梗塞を合併した症例に対する
チームアプローチ  ～起居動作・起立移乗動作に着目して～

【目的】
今回、大腿骨転子部骨折術後にラクナ梗塞を発症した症例を経験した。包括的にチー
ムアプローチを行ったことで起居動作、移乗動作能力の向上が図れたため報告する。

【症例紹介】
90 歳代女性｡ 自宅内で転倒受傷し、当院受診。大腿骨転子部骨折の診断｡ 受傷後 3
日目に骨接合術を施行。翌日、構音障害と左片麻痺 BrunStromstage（以下 BRS）
は上肢Ⅰ手指Ⅰ下肢Ⅱ）出現。左内包後脚にラクナ梗塞を認めた。入院後 32 日目
に当院地域包括ケア病棟へ転入。転入時 BRS は上肢Ⅱ手指Ⅱ下肢Ⅱ。Functional 
Independence Measure（以下FIM）46点。発症時入院後81日目に施設退院となった。

【方法】
チームカンファレンスで、ベッド上での生活が中心となり廃用進行が問題点として
挙がった。まずは食事場面でのアプローチから初め、病棟スタッフ協力の下、時間
帯を決めて車椅子離床の定着、食事摂取状況、車椅子上でのアライメント、耐久性
を確認した。また病棟との情報共有を随時行い、症例の状態変化に対してアプロー
チ内容の変更、検討を行った。

【結果】
寝返り、起き上がり、端座位・立位保持、移乗動作は修正自立。排泄動作は下肢更
衣のみ軽介助、3時間程度は疲労感や疼痛なく離床可能となった。退院時 BRS は
上肢Ⅴ、手指Ⅳ、下肢ⅤでFIM：61 点と向上を認めた。

【考察】
本症例は術後急性期にて脳梗塞によりADL低下をきたした。リハビリ介入時だけ
ではなく病棟内での食事、退院後想定される生活を確認しカンファレンスを通して
各職種の役割の細分化を行った。渡邊らはチームアプローチの成熟化がADL改善
を高めるとされており、早期に病棟内スタッフとの連携を取れたことがADL向上
に繋がったと考える。

【倫理的配慮】
本症例に当院書面にて同意を得た。また本発表に際して当院倫理委員会の承認を得
ている。
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○米田 税（1）

1：済生会みすみ病院 在宅介護支援室 通所リハビリテーション

複合性局所疼痛症候群に対する交代浴の試み❾

【はじめに】
今回、複合性局所疼痛症候群（以下CRPS）と診断された患者に交代浴を試みて改
善がみられたので報告する。

【症例】
30 代男性

【既往歴】
2 型糖尿病、脛骨近位端骨折、下腿コンパートメント症候群

【現病歴】
過去に脛骨近位端骨折後に下腿のコンパートメント症候群発症。当時より足部の異
常感覚が認められていた。今回、大腿骨遠位端骨折受傷し、その後より足部の異常
感覚が悪化。表在感覚はほぼ脱失に近い状態。受傷後85病日目にCRPSの診断あり。

【理学療法評価】
客観的な評価は困難であるため、最も症状が重い時期を 10/10 として評価を行った。
交代浴開始前は 6～ 7/10。

【方法】
水関の方法１）をもとに39～40℃の温浴4分、10°の冷浴1分を1Setとし、5Set行い、
最後は温浴で終了した。1日に 3回行い、退院後は自宅で行うように指導した。

【倫理的配慮】
本発表にあたりヘルシンキ宣言に従い、本人の同意を得たうえで当院医療倫理委員
会の承認を得ている。

【結果】
CRPS 診断後、20 病日目より交代浴開始。27 病日に 5/10、37 病日に 4/10、47 病
日に 3/10、54 日後には日内変動はあるが 2/10 まで改善がみられた。

【考察】
CRPS の発生には外傷後に生じる末梢血管の血管調節系の不均等と交感神経系の過
緊張が深く関与している。そこで自律神経に着目しアプローチを行った。水関 1）
は RSDに対し交代浴実施し交感神経系に刺激を与えることで除痛効果が得られた
ことを報告している。また西山ら 2）は異なる水温落差が自律神経活動に与える影
響を報告し、温度幅により温浴刺激は副交感神経系を促進し、冷刺激は交感神経系
を抑制したことを示唆した。本症例も先行研究と同様に交代浴が自律神経に作用す
ることで除痛および症状の改善につながったと考える。
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○岡本 彬（1）, 西山 彰浩（2）

1：医療法人 相生会 にしくまもと病院 リハビリテーション課
2：医療法人 相生会 にしくまもと病院 リハビリテーション課 作業療法士

完全対麻痺患者に対し長下肢装具を作製するメリットに
ついて

【はじめに】
対麻痺患者に対して長下肢装具を使用した立位・歩行訓練が行われるが、装具自体
がADLに汎化できない可能性があり、長下肢装具を作製するか否かを悩む事は多
い。今回、完全対麻痺患者に対し長下肢装具を作製した事で筆者が感じたメリット
について報告する。

【症例紹介】
50 歳代男性。Th12 脱臼骨折による胸髄損傷。Frankel 分類 Aの完全対麻痺。脊髄
障害自立度評価法（以下 SCIM）にて 26 点と移乗動作は介助レベル。visual analog 
scale（以下VAS）は 10/10 と精神的苦痛を伴っていた。

【倫理的配慮】
当院の倫理規定に従い承認を得た。

【経過】
入院 2週目より長下肢装具を使用した立位・歩行訓練開始。歩行訓練への意欲が向
上し 8週目に長下肢装具を作製。退院までの約 18 週間立位・歩行訓練を実施。在
宅復帰に向けた住環境整備の準備が長期間要し、当院入院期間を超過するため、他
院の障害者一般病棟へ転院。

【結果】
SCIM は 66 点に向上し移乗動作が自立。VAS は 4/10 と精神的苦痛が軽減。転院
先へ継続した長下肢装具を使用した起立・歩行訓練を申し送った

【考察】
長下肢装具を作製したメリットとして①プッシュアップ能力向上②精神的苦痛の軽
減③転院先へ継続した長下肢装具を使用した訓練の引き継ぎの実現を挙げた。長下
肢装具を使用した訓練による上肢体幹筋群の強化と、本人の「歩きたい」という欲
求を満たせた事が①②に繋がった。また本人用の長下肢装具を作成した事で、③が
実現でき、転院先でも残存能力を最大限に発揮させる体制が提供できたと考える。

【結論】
完全対麻痺患者へ長下肢装具を作製するメリットとして、精神的苦痛の軽減につな
がると共に、残存能力を最大限に発揮させる切れ目のないリハビリテーションが提
供できる。
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○西村 太輔（1）, 寺本 昂生（2）, 村川 明隆（2）, 児玉 孝幸（2）

1：平成とうや病院 リハビリテーション部
2：平成とうや病院 リハビリテーション部 理学療法士

認知症患者に対し生活リハビリを取り入れた一連の報告
～生活に着目したPTとしての関わり～

【はじめに】
今回生活環境の変化により、生活リズムが崩れリハビリに難渋した症例に、病棟生
活の場にて個別訓練介入を行い生活リズムの改善を目指した。また、受傷前生活習
慣の確認を行い活動を取り入れ意欲の向上を図った。その結果、自宅退院へと運ん
だため以下に報告する。

【倫理的配慮】
ヘルシンキ宣言ならびに平成とうや病院倫理委員会規定に基づき十分な説明を行い
同意を得ている。

【対象者】
90 代男性。要介護 3、診断名は右大腿骨転子部骨折。入院前は独歩移動で日常生活
動作自立。入院時、長谷川式認知症スケール 8点。

【方法】
朝食後の整容、更衣、移動、トイレ動作場面にて個別介入の実施を行った。受傷前
生活習慣であるテレビ観賞、新聞の切り抜きを取り入れた。生活リハビリの実施前
後で、機能的自立度（以下：FIM）や基本的生活動作（以下：BI）、意欲の指標（以
下：VI）結果を比較する。

【結果】
生活リハビリ実施前：FIM 48 点、BI 35 点、VI 4 点、歩行は平行棒内歩行を介助
下で可能。生活リハビリ実施 2ヶ月後 :FIM 86 点、BI 75 点、VI 7 点、歩行はハッ
ピー歩行器使用にて見守り。

【考察】
朝食後などの生活の場に個別訓練を取り入れることで本症例の運動への意識や集中
力が高まりリハビリに取り組むことができたと考えられる。また、受傷前生活習慣
で行っていた新聞の切り抜きを個別リハビリ以外の時間帯に取り入れたことにより
意欲の向上が図れ、精神賦活や離床時間拡大に繋がった。大橋らは、術後の生活リ
ズムを整えることで、患者の潜在能力を引き出す。回復を促進する生活行動援助と
して重要であると述べている。本症例も、生活リズムが整い患者の回復に繋がった
と考える。
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○山本 亮太（1）, 田中 誠（2）, 前田 康徳（2）, 山内 芙由子（2）

1：医療法人博光会 御幸病院 リハビリテーション部
2：医療法人博光会 御幸病院 リハビリテーション部 理学療法士

当院の教育体制の紹介とアンケート調査によるスタッフの声  
～思考型指導・技術型指導の活用と有用性～

【目的】
当院の取り組みとしてOJT制度に加えて思考型指導、技術型指導という教育方法
を導入している。教育方法に関する当院独自のアンケート調査を実施。自分自身の
実体験や現場の声より、対象セラピストが何に悩み、何を求めているのかを把握す
る事で、今後のこの教育方法の有用性向上を図る事を目的とした。

【方法】
対象を平成 30 年 4 月 1 日～平成 31 年 4 月 1 日まで思考型、技術型指導を受けた臨
床経験 3年以下のセラピスト（PT8 名、OT7 名、ST3 名）とした。教育方法に関
するアンケートにて調査を実施し、現場のスタッフの声を聴取。内容としてメリッ
ト、悩んだ点、指導内での症例件数、この指導に何を求めているかを挙げた。

【倫理的配慮】
当院倫理委員会の承諾を得て実施した。

【結果】
アンケート結果として、経験の多いセラピストから教育を受ける事で知識、技術の
向上や多方面からの視点に繋がるとの声が挙げられた。若手セラピストが臨床現場
で悩んでいる事としては、介入方法や社会資源の活用、介護保険サービスの利用方
法等が挙げられた。指導内での症例件数は平均して約 9症例であった。若手セラピ
ストが求めているものとして、自分がやっていることが正しいのか、他にどんな方
法があるのか等が挙げられた。

【考察】
今回、アンケート調査にて臨床経験の少ないセラピストは疾患別に対する介入方法
や社会資源の活用、介護保険サービス等に関して悩みが多い事が示唆された。若手
セラピストは経験不足により技術、介入方法の選択肢や知識が少ない。その為、経
験者と共に患者様を共有する事で、症例に適した介入方法やゴール設定等を検討、
実践し、若手セラピストの成功経験に繋げる事が出来ると考える。そして、疾患の
理解が深まり、セラピストとしての自信やモチベーションを向上する事が出来ると
考える。

12
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○中原 和美（1）, 宮本 恵（2）, 爲近 岳夫（3）, 久保 高明（4）, 大塚 裕一（2）,
高島 利（5）, 木村 伊津子（6）, 吉田 真理子（3）, 戸渡 洋子（5）

1：熊本保健科学大学 保健科学部リハビリテーション学科理学療法学専攻
2：熊本保健科学大学 保健科学部リハビリテーション学科言語聴覚学専攻 言語聴覚士

3：熊本保健科学大学 保健科学部リハビリテーション学科生活機能療法学専攻
作業療法士

4：熊本保健科学大学 保健科学部リハビリテーション学科理学療法学専攻 理学療法士
5：熊本保健科学大学 保健科学部看護学科 看護師

6：熊本保健科学大学 地域包括連携医療教育研究センター 作業療法士

Cognitive frailty 予防のための多職種連携複合プログラム
の効果検証

【目的】
地域包括ケアシステムにおいて多職種連携による介入は重要である。本研究では、
Cognitive frailty 予防を目的に健康教室を開催し、理学療法士の実施する運動プロ
グラムを主とした複合プログラムと作業療法士、言語聴覚士、看護師と連携し、運
動、認知症予防、口腔機能維持・改善プログラムを含む複合プログラムの介入効果
の違いを比較した。

【方法】
研究デザインは、cross over trial である。参加者は、地域包括支援センター等を通
して公募した。そして、無作為に 2群に分け、各群に対し各 3ヶ月間、前述した 2
種類の複合プログラムを提供した。効果判定として、握力、椅子起立テスト、開眼
片脚立位時間、Timed Up & Go テスト、歩行速度、MOCA-J（解析時には修学年
数で補正）、口腔機能評価として発声持続時間、交互反復運動回数の測定を行った。
また、測定は教室開始時、3ヶ月後、終了時の 3回行った。

【倫理的配慮】
倫理審査委員会の承認を得た。参加者には文書と口頭で説明を行い、署名により同
意を得た。また本研究は熊本県理学療法士協会の助成（H30 年度）を受けたもので
ある。

【結果】
参加した地域在住高齢者は 33 名で、完遂率は 77.1％、平均出席率は 76.8 ± 9.3％
であった。内、3 回の測定が可能であった 24 名（平均年齢 73.0 ± 4.2 歳、女性
62.5％）に対し、SPSS ver.24 を用いて二元配置分散分析を行った。その結果、す
べての項目で群間及び各時期の測定値に有意差は見られなかった。

【考察】
本研究の対象者は、教室開始時より心身機能がよく、天井効果のため介入による有
意な改善が見られなかったと考えられる。また、群間でも差はみられず、両プログ
ラムは共に同程度で心身機能の維持に有益であった可能性が示唆された。
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○緒方 大輝（1）

1：水前寺とうや病院 リハビリテーション部

Short Physical Performance Battery(SPPB) を
用いた当院の取り組みと今後の展望

【目的】
回復期病棟は在院日数の短縮を求められ、病棟内移動手段（以下、移動手段）は退
院時期を決める上で重要な 1つの指標である。当院の回復期病棟に従事する理学療
法士（以下、回復期 PT）は、経験年数が比較的浅いセラピストが多く、適切な時
期に移動手段の変更を行えているか疑問に思うことがあった。そこで、当院の回復
期病棟では、SPPB 評価を使用し、入棟患者の病棟内移動手段をスタッフ全体で再
考する場を設けた。運用していく中で、本取り組みの有用性と展望が見られた為、
ここに報告する。

【方法】
平成 31 年 4/1 ～ 4/28 の期間で回復期病棟に入院している患者 56 名を対象に、毎
週 1回の SPPB 評価を行う（延べ 113 名）。目標の移動手段に達している患者群と
達していない患者群を SPPB転倒カットオフ値７点を境に分け、７点以上で目標に
達していない患者を対象に、現状の病棟内移動手段について当院回復期 PTで再考
を行った。

【倫理的配慮】
本研究は当院倫理委員会にて承認を得た。

【結果】
SPPB 評価の点数が 7点以上で目標の移動手段に達していない患者は、全体の約
19％（延べ 21 名）となった。目標の移動手段に達していない要因としては、身体
面や精神面等の様々な要因が絡んでいることが分かり、カットオフ値のような点数
だけでは、病棟内移動手段を決定することは困難であると分かった。

【考察・展望】
再考を行っていく中で、SPPB 評価による定期的な歩行検討は、当院の回復期 PT
にとって、十分有用性があるように思える。今後は、身体面や精神面といった要因
と移動手段の関連性について模索し、適切な介入方法を行う事で、病棟内移動手段
の早期改善による在院日数の短縮と FIM項目（移動）の点数向上による実績指数
の向上が図れるよう研究を継続していきたい。
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○脇田 陽（1）, 古庄 諒大（2）

1：医療法人桜十字 桜十字病院 リハビリテーション部
2：医療法人桜十字 桜十字病院 リハビリテーション部 理学療法士

当院回復期リハ病棟における実績指数に影響を与える因子
の検討

【目的】
平成 30 年度の診療報酬改定により回復期リハビリテーション病棟（以下、回リハ
病棟）において、回復期リハビリテーション病棟入院料 1（以下、入院料 1）を取
得するためには実績指数 37 以上が求められるようになった。当院、回リハ病棟で
は幸いにも入院料 1を取得しており、今後も継続して入院料 1を取得するための一
助となることを目的に、実績指数 37 に影響を及ぼす因子を検出した。

【方法】
対象者は 2018 年 4 月から 2019 年 3 月に当院回リハ病棟を退棟となった 143 名
（平均 74.3 ± 14.5 歳）とした。調査項目は①年齢②入院時 FIM運動項目（以下：
m-FIM）③入院時FIM認知項目（以下：c-FIM）④MMSE⑤発症から入棟までに
要した期間⑥担当セラピストの経験年数とし、後方視的に調査した。統計処理はロ
ジスティック回帰分析を実施した。独立変数の選択は尤度比による変数増加法とし
た。

【結果】
実績指数 37 に影響を及ぼす因子は①年齢（オッズ比：0.9675、95％ CI：0.9412 ～
0.9945、AUC 値：0.5791、カットオフ値：74 歳）② m-FIM（オッズ比：0.9867、
95％ CI：0.9700 ～ 1.0036、AUC値：0.5304、カットオフ値：50 点）⑤発症から入
棟までに要した期間（オッズ比：0.9775、95％ CI：0.9526 ～ 1.003、AUC値：0.5481、
カットオフ値：7日）が選択された。

【考察】
当院回リハ病棟における実績指数 37 に影響を与える因子として、①年齢②m-FIM
⑤発症からの入棟までに要した期間が選択された。今後は上記 3つの因子なども考
慮し、早期から質の高いリハビリテーションを提供していく必要がある。

【倫理的配慮】
本研究は桜十字病院臨床研究審査委員会の審査を受けた研究である。（2019-05）
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○小林 道弘（1）, 清田 大喜（2）, 岩下 知裕（2）, 荒川 広宣（2）, 槌野 正裕（2）, 山田 一隆（3）,
高野 正博（3）

1：大腸肛門病センター高野病院 リハビリテーション科
2：大腸肛門病センター高野病院 リハビリテーション科 理学療法士

3：大腸肛門病センター高野病院 医局 医師

腹腔鏡手術と開腹手術の術後身体機能回復の違いについて

【目的】
当院は大腸肛門病の急性期専門病院として、理学療法士は術後の早期機能回復、
ADL向上に努めている。日々の診療で腹腔鏡手術症例は開腹手術症例よりも機能
回復が早い印象を受ける。そこで、腹腔鏡手術と開腹手術の身体機能回復率につい
て検討した。

【対象と方法】
2016.6 ～ 2019.3 に消化器がん根治術を行なった 201 例に対し、身体機能評価（握力、
CS-30、片脚立位保持、6MWD）を術前、術後 2Wで行った。A群（腹腔鏡：男性 55 名、
女性 47 名、年齢 64.0 ± 11.7 歳）と B群（開腹：男性 50 名、女性 49 名、年齢 66.9
± 12.4 歳）へ分類し、各評価項目の術前と比較し術後の回復率を調査した。さら
に術後経過（術後 1日目血清 CRP、食事開始日、ドレーン抜去日）についても比
較した。統計学的処理はMann-Whitney,s U test を用い有意水準 5%で検定した。

【倫理的配慮】
本研究は当院の倫理委員会の承諾を得ている。

【結果】
握力（A群 99.3%：B群 97.8%）、CS-30（A群 108.5%：B群 102.8%）、片脚立位保
持（A群 125.9%：B 群 107.9%）、6MWD（116.4%：113.1%）であり全評価でA群
が高い回復率であったが統計学的有意差は認めなかった。術後経過は術後 1日目血
清 CRP（A群 4.06mg/dl：B群 6.67mg/dl）、食事開始日（A群 5.2 日：B群 6.4 日）
でA群が有意に炎症は低く、食事開始は早かった。

【考察】
高侵襲手術症例に対しても適切な周術期管理の元、運動負荷を設定し身体機能の改
善に努めることができていた。術後 1日目血清 CRP と食事開始日はリハアウトカ
ムに影響する可能性が示唆された為、今後も継続し身体機能との関係性を検討する
必要がある。
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○荒川 広宣（1）, 清田 大喜（2）, 岩下 知裕（2）, 小林 道弘（2）, 槌野 正裕（2）, 佐伯 泰愼（3）
1：大腸肛門病センター高野病院 リハビリテーション科

2：大腸肛門病センター高野病院 リハビリテーション科 理学療法士
3：大腸肛門病センター高野病院 消化器外科 医師

終末期がん患者の予後予測について

【はじめに】
近年、人生の終末を迎えるにあたり、具体的な計画を書き記すエンディングノート
などを目にすることがある。臨床的には、余命が年単位、月単位、週単位と移行す
る中で、計画が急速に変更されていくことを経験する。
当院の緩和ケア病棟では予後予測指標の一つとして Palliative Prognostic Index（以
下：PPI）を使用している。PPI は 6.5 以上をカットオフ値とし、予後 21 日以下と
している。
　今回、この PPI の示す予後予測について、当院での調査結果を基に課題を検討
した。

【倫理的配慮】
当院の倫理委員会に承諾を得た。

【対象と方法】
2017 年 8 月より 2019 年 3 月までの期間、当院で看取りを行った 149 例を対象とし、
PPI の感度、特異度、陽性反応的中度、陰性反応的中度を算出した。

【結果】
感度 27％、特異度 88％、陽性反応適中度 63％、陰性反応適中度 63％であった。

【考察】
日本緩和医療学会では対象患者の全身状態で生命予後の評価を行うツールの一つ
として PPI を紹介している。森田らは PPI の予後予測は感度 80％、特異度 85％、
陽性反応適中度 71％、陰性反応的中度 90％と報告している。PPI は活動性を示す
Palliative Performance Scale（0-4.0 点）、経口摂取（0-2.5 点）、浮腫（0-1.0 点）、
安静時呼吸困難（0-3.5 点）、せん妄（0-4.0 点）の 5項目の総合点数（0-15 点）で
評価される。今回、当院で行った調査結果は森田らの報告と比べ、感度が大きく異
なっている。その背景として、症状コントロールを目的とした薬剤の進化により、
痛み、嘔気、呼吸困難感などが軽減されることで、予後 21 日以内であっても PPI
の総合点数が低くなっていたのだと考える。
近年では癌種を問わず飢餓状態となるまで存命であった症例が増えている印象を受
ける。今後は栄養状態と活動量に着目した予後予測が必要と考える。
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○本田 公和（1）

1：株式会社 senstyle 脳梗塞リハビリセンター

中国への働きかけ
～弊社が海外へ向けて行っている取り組みについて～

【はじめに】
昨今、中国では急速な高齢化が社会問題となり、リハビリテーション（以下、リハ
ビリ）の質と内容が求められている。今回、弊社が中国に対して行っている取組み
を報告する。

【取組み】
2019 年 2 月～ 6 月にかけて 3回上海、北京へ渡航。複数の病院を訪問し、医療期
間の見学や事業の可能性を模索し、医師、看護師、セラピスト、経営者、行政機関
と交渉を行った。また、医療に関するシンポジウムでの講演や実技指導を行った。

【現状】
中国では伝統的中国医学と西洋医学が混在し、リハビリは伝統医療とされる鍼灸や
推拿を身機能面に対する治療が多い傾向。また治療機器に関しては、一見最新マシ
ンを使用し充実したアプローチがなされているようにみえるが、それを取り扱うセ
ラピストの目的意識が薄く機器を使いこなせていない。

【考察】
中国では西洋と東洋の両方の考え方の基に ICFを考慮した治療展開を行っている。
しかし現状は、中医学に偏っており包括概念を考慮した関わりはされていない。弊
社の事業計画として、①現地にリハビリ施設などの医療施設を新たに設立、②現地
の病院内にある既存リハビリ部門を日本企業が運営管理するという案がある。ボラ
ンティアで終わるのではなく、ビジネスパートナーとして正当な対価を得るため、
弊社では現地に専従セラピストを常駐させ、働きかけをおこなっている。いずれに
せよ現地施設でジャパンクオリティのリハビリを展開するために病院企業連携の積
極性と、現地スタッフ育成が急務である。これらを実現するために学術的な活動や
中国独特の人脈等の構築活動に力を注ぐ必要があると考えている。

【倫理的配慮】
本発表にあたり、プライバシー保護に配慮し、当施設倫理委員会の承認を得た。ま
た、本発表に関連して開示すべき利益相反関係にある企業等はない。
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○川上 翔太郎（1）

1：一般財団法人 杏仁会 江南病院 リハビリテーション科

ハーフカットポールを用いた呼吸筋ストレッチ体操が慢性
呼吸不全患者の呼吸機能に及ぼす影響

【目的】
近年ではストレッチポール上背臥位での運動が胸郭可動性を増大させることが報告
されており、胸郭可動性の増大による肺活量低下の予防や改善における即時効果も
報告されている。しかし、高齢で不慣れな対象者の乗降は骨折の危険性が高く細心
の注意が必要である。そこで本研究は、慢性呼吸不全患者に乗降不要な椅子座位で
できるハーフカットポール（以下：HCP）を用いた呼吸筋ストレッチ体操を実施し、
その即時効果について検証したので報告する。

【方法】
対象者は平成 31 年 1 月～令和元年 5月までに当院へ入院した安定期の慢性呼吸不
全患者 10 名。呼吸筋ストレッチ体操は日本コアコンディショニング協会（以下：
JCCA）が考案しているものを用い、実施前後に呼吸困難感、動脈血酸素飽和度、
脈拍数、呼吸数、胸郭拡張差（腋窩部、剣状突起部、第 10 肋骨部）、肺機能検査（肺
活量、%肺活量）を評価した。統計は StatFlex Ver.6 を用いてWilcoxon 符号順位
検定を行い用意水準は 5%とした。

【倫理的配慮】
本研究はヘルシンキ宣言に則り、院内倫理委員会の審査を経て承認を得た（承認番
号 20181005k101）。

【結果】
胸郭拡張差全体で有意な増加を認めた（p＜ 0.01）。その他項目では有意な変化を
認めなかったが、肺活量と%肺活量に増加傾向を認めた。

【考察】
今回はHCPにもたれることで適度に脊柱が伸展位に保たれ胸椎伸展と胸郭挙上が
促され、その状態で呼吸筋ストレッチ体操を行ったことにより椎間関節や肋椎関節
にモビライゼーションの効果が働き、胸郭可動性及び肺活量や%肺活量が増大し
たものと考えられた。HCPは使用方法が簡単なため、退院後のセルフコンディショ
ニングの継続に繋がり、ADL維持向上を図る有効的な呼吸筋ストレッチ体操の一
提案になると考える。
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○田上 堅士（1）, 宇野 勲（2）

1：医療法人桜十字 桜十字病院 リハビリテーション部
2：医療法人桜十字 桜十字病院 リハビリテーション部 理学療法士

通所リハビリテーション利用者における肺炎発症に関連
する因子の検討

【はじめに・目的】
肺炎患者の 95％は 65 歳以上が占めている。通所リハビリテーション利用者は高齢
者が多数を占めているが、肺炎発症に関連する因子を調査した報告は少ない。そこ
で本研究では通所リハビリテーションにおける肺炎発症に関与する因子を調査する
事を目的とした。

【対象と方法】
2018 年 4 月から 2019 年 3 月までの間に当通所リハビリテーションを利用された
203 名を対象とした。調査項目は基本情報（年齢、身長、体重、Body Mass Index:
以下 BMI）、介護度、Barthel Index（以下 BI）とし、肺炎群（ｎ＝ 20）と非肺炎群（ｎ
＝ 183）に分け群間比較した。また肺炎発症因子を調査する目的でロジスティック
回帰分析を用いた。統計学的有意水準は 5％とした。

【倫理的配慮】
本研究は桜十字病院臨床研究審査委員会の審査を受けた研究である。（2019 -04）

【結果】
当通所リハビリテーションでは利用者の 9.8％が 1年間のうちに肺炎発症していた。
群間比較では BI、BMI のみ有意差を認めた（P＜ 0.05）。ロジスティック回帰分
析では BI が独立して関連していた。（オッズ比：1.07、95％信頼区間：1.03－1.10、
Ｐ＜ 0.01）。

【考察】
今回の結果から、通所リハビリテーション利用者の 9.8％が肺炎を発症しており、
肺炎発症の要因としてBI が関連性の高い項目であることが示唆された。BI が低下
すると日常生活の活動性が低下する可能性が考えられる。それに伴い筋力低下、咳
嗽力低下、姿勢不良等は肺炎発症のリスクを高めることが考えられる。今回調査項
目が少なかったため、今後調査項目を追加し、肺炎発症の因子を調査していく必要
がある。
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○嶋村 法人（1）, 松下 洋祐（2）, 岡村 剛志（2）, 田中 誠（2）, 西上 和宏（3）

1：医療法人博光会 御幸病院 リハビリテーション部
2：医療法人博光会 御幸病院 リハビリテーション部 理学療法士

3：医療法人博光会 御幸病院 循環器科 医師

御幸病院 LTAC心不全センター開設と心大血管高齢患者
の再入院率について

【目的】
当院は平成 26 年 8 月心大血管リハビリを開始し、さらに平成 29 年 4 月より LTAC
心不全センターを開設した。LTACとは Long-Term Acute Care の略で、長期急
性期病床といわれ急性期後や亜急性期の機能を有する病床である。開設から 2年の
経過と今後の取り組みについて報告する。

【倫理的配慮】
当該発表の研究は、個人情報やプライバシーの保護について十分配慮し、当院倫理
委員会の承認に従って実施。調査への同意・不同意に関わらず、利益および不利益
は生じない。

【対象と方法】
平成 29 年 4 月から平成 31 年 3 月までに当院に入院し、且つ心大血管リハビリの対
象者である 271 例（男性：115、女性：156、平均年齢：85.5 歳）。2017 年度、2018
年度の期間で群分けし再入院の原因と再入院率を比較。再入院率は（同年度内に再
入院した患者数÷同年度内に入退院した患者数× 100）を用いた。

【結果】
すべての原因を含めた再入院率は、2017 年度 12.7％、2018 年度 18.3％。また、再
入院の要因で心不全増悪の割合は 2017 年度 20.0％、2018 年度 28.5％であった。

【考察】
最も多いリハビリ処方病名は心不全増悪であり、対象者のほとんどが高齢者もしく
は超高齢者で複数の既往が認められた。再入院の原因は多岐にわたっており、高齢
者では心不全のみならず、多くの原因が再入院に繋がると考えられた。しかし、心
不全増悪での入院も認めており再入院予防策は必要と思われた。心不全増悪の要因
分析と、それに対する早期からの指導、心大血管リハビリの外来継続と訪問リハビ
リへの受け渡しが必要である。さらに重要な役割として、LTAC心不全センター
は地域の病院や在宅・施設等を双方向につなぐ必要性があり、院内外でのシームレ
スな連携状況も合わせてここに報告する。

21
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○穴井 優一（1）, 山本 浩一朗（2）

1：医）大和 大和クリニック リハビリテーション科、メディカルフィットネス
YAMATO

2：医）大和 大和クリニック 循環器内科、内科 医師

外来での心臓リハビリテーションによりHOT導入を回避
した、先天性心疾患の1症例22

【はじめに】
外来での心臓リハビリテーション（以下心リハ）には、AMI 再発予防、心不全再
入院率減少等、エビデンスが示されている。予防医療が叫ばれている現在において
も、日本循環器学会の調査によると、循環器科標傍病院での外来心リハ実施率は 9％
程度とされている。今回、外来心リハ介入により、顕著な改善を示した症例を経験
した為、報告する。

【症例紹介】
50 歳代女性。入社時の健診で先天性心疾患が発見され、精査により、修正大血管
転位症、心室中隔欠損症、心房中隔欠損症、左肺動脈閉鎖の診断。同年、修正大血
管転位に対する double switch 施行。40 歳代後半、洞不全症候群により、ペースメー
カー埋め込み。術後合併症で急性心不全となり、4ヶ月間の入院加療を経て、退院
後当院心リハ外来紹介となった。

【評価・検査及び経過】
退院時は、安静時 SPO2：92%、6 分間歩行試験：280 ｍ（SPO2：82% まで低下）、
Peak VO2 9.4ml/min/kg、AT 1.7METS であった。20 週後、最終評価では安静時
SPO2：95%、6分間歩行試験：450ⅿ（SPO2：92 ～ 93%）、Peak VO2 14.4ml/min/
kg、AT 3.1METS と運動耐用能に著明な改善を認めた。

【考察】
本症例の退院時 Peak VO2 は 9.4ml と極めて低値であった。また、在宅酸素療法導
入を検討されており、SPO2 は日常生活レベルで容易に 85% 程度まで低下してい
た。諸家によれば Peak VO2 14ml 以下は極めて生命予後不良とされている。今回、
運動負荷量はCPXでのデータからAT-1min より開始し、2回 /週の心リハ +当院
フィットネスジムでのレジスタンストレーニングを 5ヶ月間継続した。運動耐用能
改善に伴い、酸素化も改善し、在宅酸素療法を回避する事が出来た。今回、継続し
た外来での心リハがQOLや生命予後をも改善し得る可能性を改めて実感した。

【倫理的配慮】
患者本人に紙面で説明と同意を得た。また、当院倫理委員会の承認を得、症例報告
を作成した。［倫理委員会承認番号：002］

－ 50 －



第
１
会
場

セ
ッ
シ
ョ
ン
４

○吉岡 美咲（1）, 田中 誠（2）, 前田 康徳（2）, 松下 洋祐（2）

1：医療法人博光会 御幸病院 リハビリテーション部
2：医療法人博光会 御幸病院 リハビリテーション部 理学療法士

当院地域包括ケア病棟に入棟した心不全患者における栄養
状態重症度別の身体機能改善率の検証

【目的】
先行研究より栄養状態の悪化がADLの低下を引き起こすことが報告されている。
当院地域包括ケア病棟には低栄養の患者様が多く入棟されている。心不全患者では
低栄養を合併することが多く、それに伴い筋力低下等の症状がみられる。今回、入
院時の栄養状態から退院時の身体機能改善率を予測し、早期より方向性を決定する
ための一助とする。

【方法】
対象は平成 29 年 4 月～平成 30 年 3 月に当院地域包括ケア病棟に入棟された心大血
管リハビリテーション対象者 26 名（心大血管リハビリテーション対象者 78 名のう
ち、5ｍ歩行速度かつ握力未評価者は除外）とした。栄養関連指標であるGNRI を
用い、先行研究から死亡率が増加するとされるGNRI ＜ 92 をカットオフ値とする。
入退院時のFIM項目（移乗・移動・トイレ動作）・5ｍ歩行速度・握力の改善率を
低栄養群（GNRI ＜ 92）、非低栄養群（GNRI ≧ 92）の 2群に分け検討する。

【倫理的配慮】
当院倫理審査委員会の承認を得て実施する。

【結果】
入・退院時共に非低栄養群では低栄養群に対し握力のみ有意差を認めた。入退院時
の評価項目を比較し非低栄養群では全ての項目に有意差は認めなかったが、低栄養
群では 5ｍ歩行速度・FIM項目にて有意差を認めた。また、評価項目の利得では
全ての項目で有意差を認めなかった。

【考察】
非低栄養群では低栄養群と比較し握力が高値であり栄養状態との関連が示唆され
た。また、退院時の FIM項目にて低栄養群では改善を認めたものの、非低栄養群
に対し低値であり、入院時の栄養状態が退院時の身体機能に影響することが考えら
れる。これには低栄養に加えて炎症所見も高値であり、筋蛋白分解の亢進及び合成
能が低下したことが要因と考えられる。地域包括ケア病棟において早期から栄養状
態を把握することがより明確な予後予測を行うための手段になると考える。

23
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24
○内藤 綾乃（1）, 筒井 宏益（2）

1：江南病院 リハビリテーション科
2：江南病院 リハビリテーション科 理学療法士

【目的】
尿失禁は高齢者の自尊心を損なう誘引となり、尿失禁症状が少量でもQOLの低下
につながることがわかっている。しかし、症状の自覚はあるが、尿失禁対策や治療
がなされていない場合が多い。そこで今回、一般病院にて、女性患者が尿失禁をど
の程度問題視しているかを調査し今後の訓練、治療の中で生かしたいと考える。

【対象】
入院中の女性患者：15 名

【方法】
基本属性の聴取、アンケート調査（ICIQ-SF IQOL 日本語版 骨盤底筋認知調査）

【倫理的配慮】
江南病院の倫理委員会にて「20181005K102」を受け取り済み。ヘルシンキ宣言に
則り同意書作成し、本人の同意を得た。また、聴取の場所も個室にて実施。

【結果】
尿失禁症状を有する者 7名、全く生じない者 8名。尿失禁あり群は無し群と比較し
て、平均が 89.2 点と 103 点と IQOL が低下する結果となった。特に項目「11. 尿漏
れのため、あらかじめ事細かい準備をしておかなければならない」「18. 衣服を濡ら
すのではないかと心配である」は尿失禁あり群で極めてそうであると回答した方多
い。また、骨盤底筋の認知度調査の結果、骨盤底筋を聞いたことがあると回答した
者は全体の 36%であり、骨盤底筋の場所を知る者は 18.2% であった。

【考察】
入院女性患者の約半数に尿失禁症状の訴えがある。また、尿失禁あり群の大半はパッ
トの準備、出先のトイレの確認などの対策をとっている。IQOLは尿失禁あり群は
低下しており、尿失禁を有するものの多くが「衣服を濡らすのではないかと心配で
ある」と回答しており、長時間の訓練時は配慮が必要である。「骨盤底筋」の認知
度が低く、骨盤底筋訓練は、解剖を理解した状態での運動療法の習得度が低いこと
がわかった。PTとして骨盤底筋、骨盤底筋訓練の理解度をあげ、高齢者の IQOL
の向上に取り組む必要があると考える。

高齢女性入院患者の尿失禁に対する意識調査
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○松下 大輝（1,2）, 森本 将司（3）, 西原 翔太（3）, 吉里 雄伸（3）, 木村 倖晴（3）, 二宮 省悟（3）
1：熊本セントラル病院 リハビリテーション科

2：九州看護福祉大学 大学院 看護福祉学研究科 健康支援科学専攻
3：九州看護福祉大学大学院 理学療法士

Side Bridge 運動における骨盤傾斜角の違いが腰方形筋の分節
的安定性に与える影響 ～内側線維・外側線維の線維別検討～

【目的】
腰方形筋（以下、QL）のトレーニングとして、Side Bridge 運動（以下、SB）が有
効と報告されている。しかし明確な骨盤傾斜角の決まりはなく、線走行別を調査し
た報告はない。そこで今回、QLを線維走行別に筋厚を測定し、QLの安定化作用
が効率的に得られる傾斜角を調査することを目的とした。

【方法・対象】
対象は健常男性 12 名（年齢 27.4 ± 3.3 歳、身長 173 ± 5.3cm、体重 68.5 ± 6.9kg）
とした。測定機材は超音波画像診断装置 JS2（メディケアー社製）を使用した。SB
は先行研究を基に実施した（McGill、1999）。試技は SB骨盤中間位、SB骨盤前傾位、
SB骨盤後傾位とし、各試技におけるQL内側線維及び外側線維の筋厚を測定した。
統計処理は SPSS Ver. 25.0（IBM社製）を使用した。正規性を確認後、各試技での
QL内側線維・外側線維の筋厚変化率（安静時を 100％）を算出し、３つの傾斜条
件で一元配置分散分析を用い、事後検定にTukey 法を行った（ｐ＞ 0.05）。

【結果】
筋厚変化率（骨盤前傾位、骨盤後傾位、骨盤中間位、単位 ％）は、QL内側線維（115.4
± 13.0、 103.5 ± 13.8、110.0 ± 13.0）で、骨盤前傾位において有意に筋厚増加を認
めた（P＜ 0.05）。QL外側線維（118.5 ± 20.3、107.6 ± 14.2、111.0 ± 12.0）で、各
傾斜条件に有意差は認めなかった。

【考察】
QL の脊柱伸展と側屈モーメントは約 10％と報告されており（Phillips、1992）、腰
椎前弯位での SB運動を行うことで脊柱起立筋と共同し、QL内側線維の分節的安
定化作用を高めることが示唆された。また、QL外側線維は分節的な安定性が得ら
れた事で過剰な筋収縮を起こさなかったと考えられた。

【倫理的配慮】
本研究は、所属の大学倫理審査委員会の承認を受けて実施した（承認番号：30-
019）。対象者にはヘルシンキ宣言に基づき、研究の主旨及び目的を充分に説明し、
書面にて同意を得た。

25
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○尾川 隆（1）, 嶋村 剛史（2）, 駒澤 真人（3,4）

1：地方独立行政法人くまもと県北病院機構 公立玉名中央病院 
リハビリテーションセンター

2：地方独立行政法人くまもと県北病院機構 公立玉名中央病院 理学療法士
3：WINフロンティア株式会社 取締役 CAO

4：芝浦工業大学 客員准教授

腹式呼吸を含めた瞑想法が自律神経系および身体機能に
与える影響26

【はじめに】
腹式呼吸は横隔膜運動に伴う内臓刺激により副交感神経活動を高めると言われてお
り、瞑想法はα波の出現によりリラックス効果や不安軽減につながるとの報告があ
る。そこで今回は、これらが自律神経系及び身体機能にどのような影響があるか検
証した。

【対象】
健康成人 17 名（男性 9名、女性 8名、平均年齢 30.3 ± 6.1 歳）

【方法】
腹式呼吸を含めた瞑想法を行う群（以下腹式群）と通常呼吸を行う群（以下通常
群）に分け、各呼吸実施前後に交感及び副交感神経活動、眠気、指床間距離（以下
FFD）、体重支持指数（以下WBI）を測定し、変化量を比較した。自律神経測定に
はスマホアプリCOCOLOLOを使用した。WBI測定にはハンドヘルドダイナモメー
ター（アニマ社製、等尺筋力測定装置 μ -tas F-1）を使用し、最大値を体重比百分
率（％）に換算して行った。測定では、ベッド端座位となり、5秒間の大腿四頭筋
最大等尺性収縮筋力を左右 2回ずつ測定し、数値の高い方を採用した。統計処理は
JSTATを使用し、統計学的解析はMann-Whitney の U検定を用い有意水準は 5％
未満とした。

【倫理的配慮】
全ての被検者には、本研究の趣旨と内容を口頭にて説明し承認を得た。

【結果及び考察】
腹式群と通常群で交感神経活動、副交感神経活動、眠気、WBI に有意差は認めら
れなかった。FFDにおいては通常群（0.2 ± 0.8cm）と比べ腹式群（2.6 ± 1.6cm）
で有意に増加が認められた。FFDの制限因子にはハムストリングスの短縮と腰背
筋の筋緊張が関与していると言われており、腹式呼吸によるインナーマッスルの賦
活が相対的に腰背筋の筋緊張を抑制させたと考えられる。また、自律神経系につい
ては有意差こそ認められなかったが、腹式群において交感神経活動の低下、副交感
神経活動の上昇傾向がみられたため、今後も対象を増やして検証していきたいと考
えている。
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○吉永 圭佑（1）, 小原 綾介（2）, 宮島 昂平（2）, 安永 裕一（2）, 村川 明隆（2）, 児玉 孝幸（2）
1：平成とうや病院 リハビリテーション部

2：平成とうや病院 リハビリテーション部 理学療法士

BHA患者の2本杖から1本杖移行までの経過報告
～足趾把持力に着目して～

【はじめに】
今回、左大腿骨頚部骨折術後（人工骨頭置換術後以下BHA）を施行した 70 代後半
の女性を担当した。2本杖から１本杖歩行移行時に難渋した為、足趾にアプローチ
を試みた所、1本杖歩行獲得を達成した症例を経験した為、ここに報告する

【症例紹介】
既往に両側人工膝関節置換術後。急性期病院にて左大腿骨頚部骨折の診断。BHA
施行、継続的リハビリ目的にて当院紹介入院。

【倫理的配慮】
被験者に対して、ヘルシンキ宣言に則り研究目的や手段を説明し、署名による同意
を得た

【理学療法評価】
◇ 2本杖獲得時 GMT：下肢 ･体幹 4＋、バランス検査：FBS21 点、お手玉掴み：
1 分→ 0 個、10 ｍ歩行（歩数）：14.4 秒（26 歩 / ケイデンス 110.4 ステップ／分） 
矢状面：左立脚後期に左前足部への荷重不十分
◇ 1本杖獲得時 GMT: 下肢・体幹 4＋、バランス検査：FBS43 点、お手玉掴み：1
分→ 5個 10 ｍ歩行（歩数）：12.8 秒（26 歩 / ケイデンス 125.6 ステップ／分） 矢状面：
左立脚後期に左前足部への荷重量増加

【考察】
2 本杖獲得時、足趾把持力低下・足趾分離性低下・安定性限界低下があり、左立脚
後期に左前足部への荷重不十分が認められ、推進力減少が見られた。また、運動制
御能低下により、突進様歩行の出現が見られ、2本杖を使用することで代償してい
た為、1本杖歩行困難であったと推測し、足趾に対するアプローチを試みた。足趾
お手玉把持訓練では 1分→ 0個が１分→ 5個までの改善が認められ、足趾把持力が
向上した。井原らは足趾・足底練習により足底筋群 - 腓腹筋 - ハムストリングスの
運動連鎖を誘発し、姿勢制御能の改善・促通されると述べた。足趾の把持力 ･随意
性向上や安定性限界の増加があり、立脚中期から終期にかけての蹴り出し、中足趾
節関節の安定化が見られ、体幹の動揺が減少し、1本杖移行に至ったと考える。

27
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○嶋村 剛史（1）, 赤水 達也（2）, 吉丸 大輔（3）, 林田 史久（3）

1：地方独立行政法人くまもと県北病院機構 公立玉名中央病院 リハビリセンター
2：地方独立行政法人くまもと県北病院機構 公立玉名中央病院 リハビリセンター

作業療法士
3：地方独立行政法人くまもと県北病院機構 公立玉名中央病院 リハビリセンター

理学療法士

脊椎椎体骨折における自宅退院に影響する因子の検討28

【目的】
脊椎椎体骨折は高齢者における脆弱性骨折の中で最も頻度の高い骨折の 1つであ
る。菊池らは在宅において家族介護者の 90％が排泄介護を行っており、介護負担
の大きな要因となっていることを報告している。また、前田らは排泄行為の自立度
が自宅復帰を左右することを報告している。そこで本研究の目的は、自宅退院に関
連する因子の検討をすることとした。

【方法】
2014 年 5 月から 2018 年 12 月までの期間に在宅より脊椎椎体骨折の診断にて当院
に入院し、追跡調査可能であった 231 例を解析対象とした。内容はカルテより後方
視的調査を実施し、自宅群 198 例（男性 61 例、女性 137 例）、施設・転院群 33 例（男
性 7例、女性 26 例）に分類した。両群間において年齢、性別、改定長谷川式簡易
知能評価スケール、入院時歩行自立の有無、退院時歩行自立の有無、排泄動作自立
の有無、介護者の有無、骨粗鬆症治療薬の有無について比較した。これらの比較に
基づき、転帰を従属変数、年齢・退院時歩行自立の有無・排泄動作自立の有無を独
立変数として多重ロジスティック回帰分析を適用し、多重共線性に配慮した。

【倫理的配慮】
本研究の項目は通常診療で必要な情報であり、観察研究ゆえに実験的介入はないが、
ヘルシンキ宣言に基づいて実施し、開示すべきCOI はない。

【結果】
多重ロジスティック回帰分析の結果、オッズ比は排泄動作自立の有無 3.62（95％信
頼区間：1.47 -8.89）、年齢 1.04（0.99 -1.10）、退院時歩行自立の有無 1.94（0.63 -5.99）
であった。判別的中率は 86.1％であった

【考察】
本研究は対象や方法論にて相違はあるが先行研究を支持する結果であった。当院に
おける受傷機転の約 64％は転倒であり、高齢者が社会復帰できない要因の一つと
なっている。今後は脆弱性骨折の予防に関する情報共有、1・2 次予防を視野に入
れた理学療法の必要性が示唆される。
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○野田 祐也（1）, 福田 佳祐（2）, 横山 茜（2）, 黒田 秀樹（2）, 千田 治道（3）

1：せんだメディカルクリニック リハビリテーション部
2：せんだメディカルクリニック 理学療法士

3：せんだメディカルクリニック 医師

当院学生バスケットボール選手の疫学調査

【目的】
日本バスケットボール協会は下肢の外傷が多い為、ジュニア向け外傷予防プログラ
ムを公開している。しかし、臨床現場において学生バスケットボール選手の怪我は
多くみられ、同プログラムは普及に至っていない。そこで今回、当院学生バスケッ
トボール選手の疫学調査行った。

【方法】
対象は平成28年 4月 1日より平成31年 3月 31日に当院で運動器リハビリテーショ
ンを施行した小学4年から高校3年の学生バスケットボール選手349名（男子171名、
女子 178 名）。
調査方法はカルテ情報より後方視的に調査。項目は学年、受傷部位とし、受傷機転
から外力が加わり受傷したものを外傷、その他を障害と分類した。

【結果】
学年別の罹患数は小学生 13%、中学生 46%、高校生 41%であった。その内、上肢
の傷害が 3.4%、体幹 11.7%、下肢 84.8% であった。下肢の受傷部位の内訳は足関節
55.6%、膝関節 25.3%、股関節 5.1%、大腿部 6.1%、下腿 7.3% であった。
全体の外傷 /障害の割合は外傷 25.4%、障害 74.6% であった。

【考察】
学年別の罹患数が小学生 13%に対し、中学生 46%、高校生 41%と罹患率が増加し、
下肢傷害が多かった。罹患部位として足関節が多く、次いで膝関節が多かった。こ
の要因として、中学生より練習内容の高度化、練習量の増加、スピード・技術の向
上などが考えられる。また罹患部位は先行研究と類似し、諸家の報告するものと同
様と考える。
今回、外力が加わり受傷したものを外傷、そのほかを障害とし、外傷と障害の割合
をみた。全体で外傷 25.4%、障害 74.6% と障害の発生が多かった。三木らによると
バスケットボールは競技特性上、非接触型損傷が多いと言われている。今回の調査
を踏まえ学生バスケットボール選手へ障害予防の重要性を伝えていき、我々理学療
法士の職能を生かした障害予防を進める。

【倫理的配慮】
当院の倫理員会より承認を得た（承認日平成 31 年 3 月 20 日）。

29

－ 57 －



第
２
会
場

セ
ッ
シ
ョ
ン
５

○福田 佳祐（1）, 野田 祐也（2）, 横山 茜（2）

1：せんだメディカルクリニック リハビリテーション部
2：せんだメディカルクリニック リハビリテーション部 理学療法士

靴紐の締め方の違いによるバランス能力の変化30

【目的】
日常生活において、靴は移動する際に欠かせない道具の一つである。当院では、靴
によるトラブルを抱えている患者に対し適切な靴選び、また靴紐の結び方の指導を
行い、症状の緩和、さらに障害予防を行っている。今回、靴紐を適切に締める重要
性を明らかとし、裸足と靴紐を締めた状態のバランス能力の変化、また締める位置
の違いによるバランス能力の変化を調査した。

【方法】
対象は下肢運動機能に問題が無い健常者 11 名 22 肢（男性 5名，女性 6名）とし
た。測定項目は裸足と靴を履いた状態における Star Excursion Balance Test（以下：
SEBT）とした。方法は前方リーチを3回行い最も距離が遠いものを測定値とし、リー
チ後元の位置に戻れる距離を測定した。靴紐の締め方を 3群に分類し実施した。分
類は①結び目の下から 1，2番目（以下：①締め）、②結び目の下から 3，4，5 番目
（以下：②締め）、③結び目の下から 6番目（以下：③締め）とした。靴紐の締め方
の違いによる差はクラスカルウォリス検定を用いた。統計解析には Statcel3 を用い
検定の有意水準は 5％未満とした。

【倫理的配慮】
対象には事前に口頭で本研究の目的、実験手順などを説明し、参加に同意した者に
実験を行った。

【結果】
裸足の平均値に対し、靴紐を締めた各群の平均値は①締め 18.9㎜、②締め 28.5㎜、
③締め 13.5㎜となり、②締めに最も変化が見られた。
統計学的解析では同意順位補正 P値 =0.279 となり各群とも有意差はみられなかっ
た。

【考察】
SEBT前方リーチでの変化について②締めが平均値では最も変化しているが、有意
な結果としては検出されなかった。要因として検者の足部形態の違いによって締め
るべき部位が異なる可能性があると考えた。今後は足部機能と靴との関連性を調査
し、より適切な靴紐指導を行い、臨床現場で靴を診る有用性を提示したい。
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○田宮 史章（1）, 木村 友美（2）, 藤井 廉（2,5）, 西村 隆文（2）, 池田 啓一（4）, 田中 慎一郎（3）
1：医療法人田中会 武蔵ヶ丘病院 リハビリテーション部

2：医療法人田中会 武蔵ヶ丘病院 リハビリテーション部 理学療法士
3：医療法人田中会 武蔵ヶ丘病院 医局 医師

4：社会医療法人潤心会 熊本セントラル病院 医局 医師
5：幾央大学大学院 健康科学研究科神経リハビリテーション学研究室 理学療法士

整形外科的選択的痙性コントロール術後における身体運動制御
の経時的変化 ～起立動作の運動学的および筋電図学的分析～

【はじめに】
整形外科的選択的痙性コントロール手術（OSSCS）とは、痙性緩和を図ることを
目的に、多関節筋の選択的な筋解離を行う術式である。今回、OSSCS を施行した
慢性期脳卒中片麻痺患者に対し、術後理学療法を実践する機会を得た。本症例の起
立動作に着目し、術前からの経時的変化を詳細に分析した為、以下に報告する。

【症例紹介】
60 歳代、男性。過去 20 年間で 4度の脳梗塞を繰り返し、両片麻痺が残存（左＞右）。
左大腿筋群、広背筋のOSSCS 施行目的で当院へ入院。SIAS-Mは 1.1A-2.2.0 であっ
た。FIMの運動項目は 36 点で、主に起立動作に介助を要していた（FIM4 点）。

【起立動作の分析】
術前、術後 2週、４週、8週で分析を行った。計測条件は右手すりの使用を許容し、
快適速度で実施した。測定は、三次元動作解析装置およびワイヤレス筋電センサー
を用い、運動学的および筋電図学的に分析した。尚、理学療法は術後 1日目より開
始し、術後 2週目以降から運動学習理論に基づいた起立・立位訓練を中心に実施し
た。

【結果】
経過とともに、起立動作時間は短縮（術前：5.5 秒 , 術後 2週：3.82 秒、術後 4週：
3.47 秒、術後 8週：2.26 秒）した。非麻痺側への重心最大移動距離は、術後一時的
に増加したが、術後 4週以降では減少を認め、左右対称へ近づいた（術前：5.8cm、
術後 2 週：8.3cm、術後 4 週：2.35cm、術後 8 週：2.81cm）。また、離殿から動作
完了までの前脛骨筋と腓腹筋の筋活動比の結果から、術前と比較して術後 4週以降
で相対的な腓腹筋の筋活動増加を認めた（術前：2.02、術後 2週：2.48、術後 4週：
1.27、術後 8週：0.44）。

【結論】
一般的に回復が起こりにくい慢性期の脳卒中片麻痺患者であっても、OSSCS を施
行し、後療法として運動学習理論に基づいた理学療法を展開することによって、身
体運動制御は改善し得る。

【倫理的配慮】
ヘルシンキ宣言に基づき、症例には十分な説明を口頭で行い、同意を得た。

31
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○葛原 碧海（1）, 長野 文彦（3）, 備瀬 隆広（3）, 木戸 善文（4）, 濱田 雄仁（5）, 工藤 舞（6）

嶋津 さゆり（6）, 白石 愛（7）, 松岡 達司（3）, 河﨑 靖範（3）, 槌田 義美（3）, 吉村 芳弘（2）

1：熊本リハビリテーション病院 リハビリテーション部 理学療法科
2：熊本リハビリテーション病院 リハビリテーション科 医師

3：熊本リハビリテーション病院 リハビリテーション部 理学療法科 理学療法士
4：熊本リハビリテーション病院 リハビリテーション部 作業療法科 作業療法士
5：熊本リハビリテーション病院 リハビリテーション部 言語聴覚科 言語聴覚士

6：熊本リハビリテーション病院 栄養科 管理栄養士
7：熊本リハビリテーション病院 歯科口腔外科 歯科衛生士

回復期脳卒中患者における低体重が退院時ＡＤＬに及ぼす
影響32

【目的】
低栄養は身体機能や予後に関連することが報告されているが、低栄養の指標の 1つ
である低体重における知見は少ない。本研究では回復期脳卒中患者の低体重と帰結
の関連について検討した。

【方法】
2015-2017 年に当院回復期病棟に入院した脳卒中患者を対象とした後ろ向きコホー
ト研究。JCS3 桁や体組成分析が不適患者は除外した。低体重は入院時の BMI18.5
未満とし、低体重群と非低体重群に分類した。退院時の日常生活自立度（FIM）、
体組成分析（InBodyS10）による骨格筋量（SMI）、栄養状態（GNRI、エネルギー
摂取量）、回復期実績指数をアウトカムとし、単変量および多変量解析で低体重の
影響を検証した。

【倫理的配慮】
本研究は、ヘルシンキ宣言の規定に従い実施した。

【結果】
対象者は 240 名（低体重群 36 名、非低体重群 204 名）で平均年齢 72.1 ± 13.1 歳。
脳卒中タイプは脳梗塞 147 名、脳出血 81 名、クモ膜下出血 12 名。入院時 BMI の
平均 22.6 ± 3.9（低体重群 17 ± 0.9、非低体重群 23.6 ± 3.4）、FIM 運動の中央値
79（8-125）（低体重群 50(13-91)、非低体重群 82(8-125)）、SMI の平均 6.2 ± 1.4kg/
m2( 低体重群 4.6 ± 1.2kg/m2、非低体重群 6.5 ± 1.2kg/m2)、回復期実績指数の平
均 42.4 ± 117.3（低体重群 24.6 ± 22.7、非低体重群 45.6 ± 126.7）であった。低体
重であると FIM運動、SMI、回復期実績指数が低かった (p ＜ 0.01)。年齢、病型、
GNRI、SMI、低体重、入院時下肢麻痺レベル、CCI、握力、入院時エネルギー摂取
量で調整した多重回帰分析では低体重は退院時 FIMと関連していた（β＝ 0.092、
p ＝ 0.048）。

【考察】
回復期脳卒中の低体重は身体機能改善と関連していた。低体重の患者に対しては体
重維持・増加を促すリハビリと栄養の包括的な介入が必要であると思われた。
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33
○早川 栄人（1）, 竹内 睦雄（2）, 森 義貴（2）, 中島 裕太（2）, 當寺ヶ盛孟（2）, 木原 薫（3）

1：熊本機能病院 総合リハビリテーション部
2：熊本機能病院 総合リハビリテーション部 理学療法士

3：熊本機能病院 脳神経内科 医師

視床出血患者のヒールロッカーに着目した一考察

【はじめに】
脳卒中患者に対する装具療法は脳卒中治療ガイドラインにおいて推奨されており、
その有用性について多く報告されている。一方で、短下肢装具から装具無し歩行に
至るまでの判断基準や理学療法（PT）介入に関する報告は少ない。今回、視床出
血患者に対して Gait Solution Design（GSD）を使用し、最終的に装具無し歩行を
獲得した症例を経験したので報告する。

【中間評価および経過】
症例は視床外側から放線冠にかけて脳出血を呈した 81 歳女性。第 24 病日に当院転
院となり PTを開始。第 43 病日時点で装具不使用でも杖歩行見守りとなるも、後
方重心で麻痺側初期接地（IC） から荷重応答期（LR）にかけて下腿の前傾を認め
ず非麻痺側では踵接地が不十分な状態であった。10m歩行は 20.7 秒（26 歩、スト
ライド長 0.77m）であった。GSD装着し、麻痺側ヒールロッカーの足関節モーメン
ト及び筋活動を評価するため Gait Judge System（GJS）を用いた。装具装着下で
は 1st ピーク時間と底屈時間に延長がみられた。退院時目標を GSD不使用でも踵
接地およびヒールロッカーが機能し、底屈時間が減少することとし、介入を継続し
た。

【介入と結果】
1st ピーク時間の短縮と底屈時間改善のため非麻痺側立脚初期に前方への加速度を
生じさせるようにステップ練習を中心に介入を行った。第 108 病日時点で、装具装
着下では 1st ピーク時間と底屈の停滞時間の短縮を認め、装具不使用でも IC から
LRにかけて下腿の前傾が出現し 10m歩行速度、ストライド長ともに改善した（12.5
秒、22 歩、ストライド長 0.91m）。

【考察】
装具を用いた運動療法を行うことで 1st ピーク時間と底屈の停滞時間が短縮し、歩
行中の後方重心が改善したと考える。また、運動学習に伴い装具使用と不使用の期
間をオーバーラップさせることで、最終的に装具不使用での歩容改善に繋がったと
考えられる。

【倫理的配慮】
本症例に症例報告をする趣旨を伝え了承を得た。
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34
○蓑田 もと子（1）, 梅田 幸成（2）, 藤井 廉（2,4）, 西村 隆文（2）, 田中 慎一郎（3）

1：医療法人田中会 武蔵ヶ丘病院 リハビリテーション部
2：医療法人田中会 武蔵ヶ丘病院 リハビリテーション部 理学療法士

3：医療法人田中会 武蔵ヶ丘病院 医局 医師
4：畿央大学大学院 健康科学研究科神経リハビリテーション学研究室 理学療法士

ウェルウォークWW-1000が脳卒中片麻痺患者の歩行パターンに与える
影響 ～歩行障害の重症度が異なる2症例によるパイロットスタディー～

【はじめに】
当院では、トヨタ自動車株式会社が開発したリハビリテーション支援ロボット ウェ
ルウォークWW-1000（Welwalk）を導入し、脳卒中患者に対する積極的な歩行リ
ハビリテーションを展開している。今回、歩行障害の重症度が異なる 2症例を対象
に、Welwalk が歩行パターンをどのように改善させるかを検証した。

【倫理的配慮】
ヘルシンキ宣言に基づき、症例には十分な説明を口頭で行い、同意を得た。

【症例紹介】
症例は、左中大脳動脈領域の脳梗塞による右片麻痺を呈す 40 歳代男性（下肢
SIAS-motor； 2, 2, 1、FIM歩行；3点）（症例 1）と、左被殻出血による右片麻痺を
呈す 60 歳代女性（下肢 SIAS-motor；4, 5, 2、FIM歩行；4点）（症例 2）であった。

【介入方法】
介入は、Welwalk の機能である大型モニタによる視覚的フィードバック、荷重量や
膝折れを検出する聴覚的フィードバックを各症例の歩行能力に合わせ調整し、実施
した。1回の介入時間は約 40 分、介入期間は 7日間であった。

【歩行解析】
計測は三次元動作解析装置（KISSEICOMTEC社製）を用いた。歩行パターンの指
標として、時間的非対称性（Swing time asymmetry ratio；STAR）と空間的非対
称性（Step length asymmetry ratio；SLAR）を算出し、介入前後で比較した。なお、
各指標について、値が 0を示すことは完全な対称性を表す。

【結果】
症例1のSTARは介入前；-2.34から介入後；-1.37、SLARは介入前；-0.82から介入後; 
0.27 へ改善し、症例 2の STARは介入前；-0.72 から介入後；-0.45、SLARは介入前；
-0.93 から介入後；-0.05 へ改善した。

【結論】
Welwalk は、歩行障害の重症度に関わらず、より対称的な歩行パターンの獲得に寄
与し得ることが示唆された。今後、より詳細な研究デザインに基づいた介入研究を
実施する予定である。
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○飯野 慶太（1）

1：脳梗塞リハビリセンターイオン熊本中央店

脳梗塞リハビリセンターにおける維持期脳卒中患者の歩行改善に
向けた積極的介入の可能性

【目的】
近年、自由診療におけるリハビリテーションも選択肢の 1つとなっているが、その
実態や効果についての報告は少ない。今回、当施設の歩行能力改善に向けた取り組
みと効果について報告する。

【方法】
対象は脳卒中後遺症の当施設利用者 8 名（年齢 63.5 ± 6.9 歳の男性 5 名、女性 3
名）。介入頻度 (2 時間×週 2回×連続 2週間 )。介入前後に① 5m歩行速度②麻痺
側片脚支持期③非麻痺側ステップ長④麻痺側前遊脚期を動画撮影。動画解析ソフト
kinovea、カメラAXIS 社製 Q1615 Mk Ⅱを使用。介入内容は当施設の鍼灸治療（醒
脳開竅法等）、理学療法士による運動療法（運動学習理論に基づく動作指導等）、ト
レーナーによる筋力増強運動（バーベルスクワット等）、トレッドミル（senstyle
社製 Split-R）歩行を実施した。

【倫理的配慮】
本発表にあたりプライバシー保護に配慮し、対象者に同意を得て、当施設倫理委員
会の承認を得た。また、本発表に関して開示すべき利益相反関係にある企業等はな
い。

【結果】
①歩行速度（介入前67.9 ± 34.0、介入後 79.3 ± 32.0cm/sec）②麻痺側片脚支持期（23.4
± 7.6、24.4 ± 8.0%）③非麻痺側ステップ長（38.2 ± 17.6、42.9 ± 18.9cm）④麻痺
側前遊脚期（21.3 ± 8.5、18.5 ± 5.9%）となった。

【考察】
①は、鍼灸における醒脳開竅法や頭皮鍼により下腿三頭筋の痙縮を緩和し、立脚初
期～中期における下腿前傾時の受動的抵抗の軽減に繋がったと考える。②は、介入
における麻痺側の積極的使用によって、麻痺側へ荷重することへの心理的不安感の
低減、半球間抑制不均衡の修正に影響し、時間的猶予が得られたことで③の結果が
得られ、麻痺側立脚後期股関節伸展角度の拡大が麻痺側推進力向上・前遊脚期短縮
に寄与し④の結果を得られたのではないか。今後は、脳卒中介入における選択肢の
確立の為、介入後の長期的効果を検討する必要がある。

35
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○吉岡 瑞生（1）

1：株式会社 SENSTYLE 脳梗塞リハビリセンターイオン熊本中央店

「脳卒中片麻痺患者におけるリーチ動作の特性」
～動画解析からみえてきたもの～36

【はじめに】
脳卒中片麻痺患者の麻痺側上肢のリーチ動作は再獲得が難しく、非麻痺側上肢の代
償動作による遂行など日常生活にも大きな支障をきたしているが、片麻痺患者の
リーチ動作についての報告は少ない。そこで今回、多方向へのリーチ動作を実施し
動作の特性が得られたためここに報告する。

【倫理配慮】
本研究を行うにあたり、ご本人（ご家族）に口頭にて確認をし、本研究以外では使
用しないこと、それにより不利益を被ることはないことを説明し、回答をもって同
意を得たこととした。また、当施設倫理委員会の承認を得た。本研究に関連して開
示すべき利益相反関係にある企業等はない。

【方法】
脳梗塞リハビリセンター利用者 7名（平均：64.6 ± 6.0 歳の男性：5名、女性 2名、
ブルンストロームステージⅢ以上）に対して座位でのリーチ動作を実施。頭上より
垂直下方にロジクール社製HD Pro Webcam C290r にて撮影。各 15cm間隔で 4点
を机上にマーキングし、前後、左右、斜めの合計 4方向へ①非麻痺側②麻痺側の順
にそれぞれ 5往復ずつリーチ動作を実施。撮影した動画を解析ソフト kinovea 社製
kinovea にて解析。2群の比較はT検定を用いた。多群間の比較は一元配置分散分
析を用い、有意差を認めた場合には多重比較検定に Tukey の方法を用いた。有意
水準は 5%未満とした。

【結果】
麻痺側上肢同側前方リーチ時の平均１秒に対して対側前方リーチでは平均 1.7 秒と
速度の差がみられた。また、軌跡のばらつきは同側前方リーチに対して対側前方リー
チが area で 1.64 ± 0.20、フェレ―径にて 1.7 ± 0.24 と有意差を認めた。

【考察】
対側前方へのリーチ動作は発症後使用頻度として少ないことや、同側前方と比較し、
前腕や手関節のより高度な分離運動が求められ末梢部のコントロールも必要とされ
るため上記のような速度低下や軌跡のばらつきがみられたのではないかと考える。
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思いやりを形に

有園義肢株式会社

3102講義室：有薗義肢㈱

－ 67 －



3102講義室：アビリティーズ・ケアネット㈱

－ 68 －



3103講義室：㈱ホワシ

－ 69 －



3103講義室：㈱日本メディックス

－ 70 －




